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要約 :  単語の文書頻度による単語間の順序関係に基く概念グラフを使って特許情報における
発明者群と単語群の階層構造を構成し、企業や分野ごとの研究開発体制の分析手法を提案する。 
. 

 

1 はじめに 
近年、さまざまな情報が Web上に公開されるよう
になった。「研究技術」に関する情報は、専門の技術
雑誌等に掲載され、その書誌的な事項と専門家によ
る抄録が特定のデータベース [JDream]上に格納され
るのが一般的であったが、特に、大学をはじめとし

た各研究機関においては、自己の魅力をアピールし
たり、複数研究機関によるプロジェクトの研究成果
を公にしたりする目的で、発表文献や学内資料など
を Web上で公開するところも増えてきた。  
研究技術に関する重要な文献としての「特許」情

報についても、例外ではない。特許情報は、従来限
られたデータベースから有料で提供されており

[PATOLIS]、必ずしも身近な存在ではなかった。しか
し、インターネットの普及に伴い、1999年３月に日
本特許庁が「特許電子図書館」[IPDL]を Web上に開
設し、誰もが特許情報を無料で検索・ダウンロード
できるようになった。また、諸外国においても多く
の特許庁が自国の特許情報を無料開放するようにな
り 、 ヨ ー ロ ッ パ 特 許 庁 の サ ー ビ ス す る

esp@cenet®[EPO]では 71カ国の特許データが無料で
提供されている。更に、民間企業においても Google 
Patent[Google]のように特許情報を無償で検索・提供
するサービスが現れてきた。  
特許情報は、その制度上、一定期間を経ると公開
されるだけでなく、出願日、出願人、発明者、発明

の名称、要約、特許請求の範囲などを一定の様式で
出願することが要求される。また、特定の研究技術
を収録する技術雑誌とは異なり、特許情報のデータ
ベースにはあらゆる技術が収録され、更に専門家に
より共通の分類が付与されている。これらの特性を
利用して、特許情報を様々な観点から解析すること

が行われている。  
筆者らは、特許情報の特性の活用を目指し、特に

発明者情報と、要約文中の特徴用語や技術分野情報
に注目することにより、企業における研究技術開発
者の関連や技術開発体制についての推測が可能では
ないかと考え、筆者らの提言する概念グラフを用い
ることにより新たな知見を得たので報告する。  

 

2 発明者情報解析の背景 
先に述べたように、特許情報は定型化されている
こと、専門家による技術分類が付与されるなどの特

徴があり解析に適した情報であること、特許が（将
来の）事業の自由度を左右する「権利を規定する技
術情報」であることから、以前よりそれらの情報を
戦略的に活用することが求められてきた。その代表
的な活用事例として「特許マップ」というものがあ

る。「特許マップ」とは、「膨大な特許情報を特定の
利用目的に応じて加工・分析して、ビジュアルに表
現したもの（特許庁）」であり、特許庁では「産業界
での特許情報活用の一助となることを目的に独自に
解析を行い」Web上で公開している[特許庁]。「特許
マップ」作成において、解析しうる情報には様々な
項目があるが、筆者らはその中で特に「発明者」情
報に注目をした。  
出願人（企業）は、事業の発展のために投資をし
て技術開発を行い、その結果として発明が生まれ、

特許として出願される。従って、企業の投資の結果
が特許情報として公開されることになるが、特に投
資という側面に直結した指標となるのが「特許出願
件数（特許を出願するにあたっても費用が発生す
る）」と「発明者数（発明者数≒企業の研究員数）」
である。また、「発明者」情報はすなわち「発明を行
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った研究技術開発者」の情報であり、その発明にお
ける「研究技術開発者」のつながりや変遷を知るこ

とができる。そのため、技術論文情報における著者
情報とは、その情報のもつ意味がおのずと異なって
くる。  
著者が、考える「発明者」情報を解析する意義に
は、以下のものがある。  

1) 発明者数はその研究技術開発にかかった人員
数と推測できること  

2)  発明者の（研究技術分野別）分布は、ある
企業がどの分野の研究技術開発に注力している
かを知る手がかりとなりうること  

3)  発明者間の関係は、その技術開発体制を知
る手がかりとなりうること  

4) 発明者の変遷は、技術の流れを知る手がかり
となりうること  

5) 筆頭発明者としての出願が多い発明者は、そ
の技術開発テーマにおけるリーダー的存在であ
りうること 
従って、発明者情報は、出願人（企業）の研究技
術開発活動を知る上での手がかりとなると共に、場
合によっては、優秀な発明者をヘッドハンティング

する際の指標にもなりうる重要な情報であると考え
る。  

 

3 関連研究 

3.1 大学等の研究機関における研究技術

開発者に関する研究 

研究技術開発活動における国際競争力の強化が叫

ばれる中で、大学等の研究機関においては特に「産
官学連携」の重要性が増している[文科省 ]。産官学
連携をスムーズに行うためには、研究技術開発者間
の相互交流が重要となってくるが、高度に細分化／
専門化した技術分野では、互いの研究開発テーマの

関連や技術開発におけるキーパーソンを知ることは
容易ではないため、様々な手法で研究技術開発者間
のネットワーク情報を表示させる支援技術が提唱さ
れている。  
浅田ら[浅田 06]は、Web上のページにおける研究
者の名前の共起関係を、検索エンジンを用いて調べ、
テキスト処理を組み合わせることで研究者の関係の
強さ及びその種類を特定することによって、研究者
ネットワークを図式化することを提案している。 具
体的には、ネットワークを構成するメンバーの氏名

及び所属（同姓同名の別人を除去し、メンバーを確
実に特定するために所属情報を必須としている）リ

ストをあらかじめ作成した上で、全メンバーの氏名
をクエリとしてWeb検索を行い、検索結果における
上位一定件数のページを解析し、リスト中にある他
の研究者名との共起情報を解析することによって、
膨大な量のWeb情報から特定の研究者のネットワー
クを構成させようとするものである。この手法によ
れば、あらかじめ限定された研究者間の関係を示す

場合であったとしても、大量の情報への検索と解析
を繰り返すことになるため、情報源を絞り込み、関
係の網羅性を犠牲にするか、関係の網羅性を優先し
て膨大な量の検索を行うかの選択が必要となる。  
また、廣川ら[廣川  05-1]は、所属する大学におけ
る教員データにおいて、教育研究活動概要や研究成
果一覧などの複数の項目を独立した文書として捉え
個別インデックスを構成することにより、項目ごと
のクラスタリングを提案している。この手法によれ
ば、課題や研究概要を個別項目として捉えて２軸に

設定することにより、共通の研究課題や目的をもつ
教員を効率的にクラスタリングし、視覚化すること
を可能としている。この手法によれば、大量の情報
から特定の研究者間の関係や、活動概要を視覚化し
ようとする試みとして興味深いものであるが、クラ

スタリング可能な個別インデックスのクラスタ数の
設定によって結果が左右される可能性があること、
研究者間の関係有無については明示されるものでは
ないことに注意が必要である。  

 

3.2 特許情報の解析事例 

近年、特許情報を膨大なテキスト情報として扱い、
形態素解析やマイニング技術を応用したさまざまな
研究がなされている。代表的な検討は、国立情報学

研究所が中心となって行われている[NTCIR]。また、
間瀬らによる出願人別使用傾向の分析[間瀬 06]や岩
山らによる特許請求項の構造解析[岩山 04]などが報
告されている。  
「特許マップ」を作成するに当たっては、様々な

解析ソフトが市販されており、特許情報の活用を研
究するグループにおいて、それら解析ソフトの比較
検討が行われている[知財協 07]。その報告では、特
許マップソフトの統計処理機能を利用して「発明者
相関件数」を解析した後、共同発明者を手作業でま

とめ発明者グループを作成し、テーマに対する資源
投入を推測する手順について述べられている。  

 

4 検討 

4.1 発明者解析の手法 
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廣川ら[廣川  05-2]は、文書頻度を用いることによ
り、文書集合に現れる単語の上位下位関係の定式化

する概念グラフを提案している。一つの単語に関連
する検索結果の文書集合については、その単語に関
連する単語群の階層構造が動的に得られる。概念グ
ラフではまず、検索対象全体の文書集合 Uを固定す
る。Uの部分集合 Xと単語 u、v について、 |X|は X
に含まれる文書の個数、df(u,X)は uを含む X中の文
書集合の個数 df(u*v,X)は uと vの両方を含む X中の
文書集合の個数、r(v,u)=df(u*v,X)/df(v,X)とする。単
語 wと文書集合  X について、r(v,u)>0.5 となるとき
wは Xの特徴語であるという。二つの単語 u,v と単
語集合 Xについて、df(u,X)>df(v,X) かつ  >0.5 であ
るとき、Xに間して vについて上位であるという。
この条件の後半の式を本稿では r(v,u) と表記する。
概念グラフは、クエリ q に対する文書集合  D(q) の
特徴語を節、D(q)における上位関係を枝とする有向
グラフである。具体的な可視化においては、単語 v 
についてすべての上位語に枝を描くのではなく、そ
の隣接上位だけとすることで枝の数は抑えられる。  

 
特許明細書群についての概念グラフを構築すれば、

検索結果として得られる特許明細群に現れる膨大な
量の用語の関連解析が動的に行うことができる。ま
た、特許明細書の特定の部分、例えば、課題や解決
手段等の項目だけに着目すれば、項目間の違い、項
目間の関連を可視化して分析することができる。現

在知られている「特許マップ作成ソフト」には、異
なった項目を同時に表示する可視化機能をもつもの
はない。発明者（あるいは出願人）ごとに使われる
用語の関係を示す特許マップはあるが、個別の用語
と特定の発明者（出願人）ごとの関係の違いが明確

になる一方で、用語間の関係は明示されないため、
技術としての把握をすることはできない。本稿では、
発明者の氏名も単語と考え概念グラフを適用するこ
とで、発明者と（技術的）特徴語の関係、発明者間
の関係、リーダー的発明者の情報の抽出が可能であ

ることを、いくつか実例を通じて示す。  

4.2 実験と考察 

4.2.1 発明者群の解析 

本稿ではまず、2007年 9月 23日現在に公開され
ていた公開系特許情報のうち、2000年～2005年に出
願された化粧品分野のデータを元にシステムを構築
し、そのうちの 2000 年～2002 年に出願された特許

（9191件）に関して、実験・解析を行った。  
大手化粧品企業 A社を対象に、発明者名を特徴語
として概念グラフを作成したところ、図１、左図の
ような結果が得られた。この概念グラフでは、出現
頻度の高い発明者名を抽出し、更に発明者名間の共
起頻度の上位・下位解析を行うことにより、出願件
数の多い発明者とその関係者（共同発明者）を効果

的に可視化できることがわかる。図１、左図の結果
より、A 社において複数の開発グループが存在する
ことが容易に把握することができる。なおこの解析
においては、右側に示された発明者の出願のうちの
過半数が左側に示された発明者との共同、すなわち

関連度、r(v，u)＞0.5としている。  
 
ところで、発明者間の関連度を変化させた場合に
は、概念グラフの形状が変化する。A 社のグラフに
おいて、関連度、r(v，u)＞0.3とした場合には、新た
な発明者と関連線が表れたり、異なる２つの少数グ
ループのように見えた群が１つにまとまったりする
ことがわかった（図１、右図）。この理由としては、
企業における研究開発では、複数人が共通の技術開
発をしながら、末端の製品の開発には細分化された

少人数でフレキシブルにグループを形成して研究開
発を進めることがあるためと考えられる。  

 

4.2.2 研究体制と発明者群解析 

企業により研究開発体制が異なることは容易に類
推できるが、発明者群の違いとして表示可能である
か解析を試みたところ、以下の知見を得た。  
 大手化粧品企業 A社の場合は、発明者関連度 r(v，
u)を 0.5→0.3→0.1と変化させた場合には、関連線が
大きく変化して、複雑な発明者群を形成するのに対
して、外国企業 B社の場合は、新たな発明者は表示
されてくるものの、発明者群としての基本的な形状
には変化が無い（図２）。すなわち、日本企業の A
社の場合は、フレキシブルな発明者群を形成してい

るのに対し、外国企業の B社の場合は、発明者群が
ある程度固定されていることが予測できる。  
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4.2.3 発明者群と技術内容の解析 

概念グラフでは、複数種の特徴語を同時に解析す
ることが可能であるため、特許情報のうち、特許に
記載されている発明者情報と要約／請求項から切り
出される技術用語と同時に表示させることにより、

各発明者群の研究内容についても類推することが可
能である。そして、大まかではあるが、企業の注力
技術が明示されることになる。図６は A社の解析に 
 
おいて発明者と技術用語を同時にあらわしたもので

ある。各発明者群に特徴的な用語を見出すことがで
きる。  

 

5 むすび 
今回の検討により、筆者らの提案する概念グラフ
が、発明者間のかかわりを一目で表すことができ、
また、企業のタイプによる発明者群の違いを明確に
することができ、研究開発体制についても示唆され、
企業評価に重要な有用なツールとなりうることを示

した。更に、技術用語を同時に表示させることによ
って、発明者群の開発技術を容易に類推することが
でき、企業における研究技術開発にかかった人員数
（投資）を技術ごとに推測することが可能と考えら
れる。  
今回の検討に相当する発明者情報の解析を、市販
の特許マップ作成ソフトで行う場合には、発明者間
のマトリクスマップを作成した上で、発明者ごとの
ランキングマップや技術用語解析などを組み合わせ
るなど、手間と時間がかかることが予想される。ま

た、発明者等の書誌事項と技術用語を組み合わせて
視覚化するものは提案されていない。  
一方、現在の筆者らの解析は、定性的解析であり

定量的解析ができておらず、今後の課題と考えてい

る。  
なお、現行の概念グラフは、システム上まだ解決
すべき数々の課題がある。  

1) 関連度の数値により解析される結果が大きく影
響を受けるが、適切な関連度を選択するにはあ

る程度の予測と経験が必要であること。  
2) 発明者の動きは発明の変遷を表すものであるが、
年代ごと解析時には図における特徴語の場所が
ずれてしまうため、変遷がわかりづらいこと 

3) ユーザーの与えたクエリによって決まった文書
集合における単語の特徴度が、全文書集合中に
おける単語の特徴度とは必ずしも一致しないた
め、クエリによって表れる特徴語が変わってし
まう可能性があること  

4) 元情報である特許情報には、様々な情報の表記
上のゆれがあるが、それらを統合する機能を備
えていないこと  

5) 出願頻度の多い情報を元に、関連線を形成する
ため、出願件数が多い発明者を中心に解析され
てしまい、必ずしも重要な発明者（筆頭発明者）

を中心に解析ができていないこと  
今後は、上記の課題に対して、特許情報からより
有用な情報の抽出するために、他の手法（従来型の
統計ソフトやマトリクスマップなど）との併用につ
いても検討する必要がある。  
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